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新型コロナワクチン接種の進捗状況

出典：政府CIOポータルワクチン接種状況ダッシュボード（9/1公表）
※1：総接種回数は、令和３年８月31日までのもの。
※２ 9月1日公表分より、接種率の計算に用いる人口データを最新のもの（令和３年１月１日現在の住民基本台帳に基づくもの）に変更。
※３：職域接種は、企業や大学等において、職域（学校等を含む）単位でワクチンの接種を行うものであり、令和３年８月29日までのもの。

○ 全年代への新型コロナウイルスワクチン接種率は、8/31時点で１回目約57.2％（約7,239万人）、２回目約
46.2％（約5,851万人）

〇 高齢者への新型コロナウイルスワクチン接種率は、8/31時点で１回目約88.9％（約3,181万人）、２回目約
86.8％（約3,106万人）

＜総接種回数内訳＞

接種回数 接種率

総接種回数 130,900,617 －

１回以上接種者 72,392,138 57.2%

２回接種完了者 58,508,479 46.2%

うち高齢者（65歳以上） 62,874,801 －

１回以上接種者 31,814,591 88.9%

２回接種完了者 31,060,210 86.8%

うち職域接種 13,225,021 －

１回以上接種者 7,426,698 －

２回接種完了者 5,798,323 －
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経済財政運営と改革の基本方針2021（令和3年6月18日閣議決定）ワクチン接種関連箇所抜粋

第１章 新型コロナウイルス感染症の克服とポストコロナの経済社会のビジョン
４．感染症の克服と経済の好循環に向けた取組
（１）感染症に対し強靱で安⼼できる経済社会の構築

（前略）
ワクチンについて、感染症の発症を予防し、死亡者・重症者の発⽣をできる限り減らすため、医療従事者等

への接種を進め、⼤規模接種も活⽤して、希望する⾼齢者への接種を本年７⽉末を念頭に完了させる。また、
希望する全ての対象者への接種を本年10 ⽉から11 ⽉にかけて終えることを⽬指す。引き続き、効果的な治療
法、国産治療薬の研究開発・実⽤化の⽀援及び国産ワクチンの研究開発体制・⽣産体制の強化を進めるととも
に、新たな感染症に備え、国内のワクチン開発・⽣産体制の強化のため、「ワクチン開発・⽣産体制強化戦
略」5を着実に推進する。そのために必要な取組の財源を安定的に確保する。

（後略）
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４つの原動⼒を⽀える基盤づくり
質の⾼い教育、イノベーション、⼥性、若者、セーフティネット、孤独・孤⽴対策、
働き⽅改⾰、リカレント教育、経済安全保障、経済連携、対⽇直接投資、

外国⼈材、外交・安全保障、安全で安⼼な暮らし

経済財政運営と改⾰の基本⽅針2021 〜⽇本の未来を拓く４つの原動⼒〜
⽇本を取り巻く環境変化

●世界経済の変化︓単なる景気回復に留まらず、経済構造や競争環境に⼤きな影響を与える変化がダイナミックに発⽣
◆カーボンニュートラル、 ◆デジタル化、 ◆国際的な取引関係、国際秩序の新たな動き
●国内の未来に向けた変化︓これまで進められなかった課題を⼀気に進めるチャンス
◆柔軟な働き⽅やビジネスモデルの変化、 ◆環境問題への意識の⾼まり、 ◆東京⼀極集中変化の兆し

●グリーン社会の実現
◆グリーン成⻑戦略による⺠間投資・イノベーションの喚起
◆脱炭素化に向けたエネルギー・資源政策
◆成⻑に資するカーボンプライシングの活⽤
●官⺠挙げたデジタル化の加速
◆デジタル・ガバメントの確⽴
◆⺠間部⾨におけるＤＸの加速
◆デジタル⼈材の育成、デジタルデバイドの解消、サイバーセキュリティ対策
●⽇本全体を元気にする活⼒ある地⽅創り
◆地⽅への新たな⼈の流れ、多核連携、分散型国づくり
◆活⼒ある中堅・中⼩企業・⼩規模事業者、賃上げ
◆観光・インバウンド、農林⽔産業、スポーツ・⽂化芸術
●少⼦化の克服、⼦供を産み育てやすい社会の実現
◆結婚・出産の希望を叶え⼦育てしやすい社会の実現
◆未来を担う⼦供の安⼼の確保のための環境づくり・児童虐待対策

成⻑を⽣み出す４つの原動⼒の推進
内外の変化を捉え、構造改⾰を戦略的に進め、ポストコロナの持続的な成⻑基盤を作る

●改⾰の進捗等と感染症で
顕在化した課題

●個別分野ごとの改⾰
全世代型社会保障改⾰、
国と地⽅の役割分担、⽂教・
科学技術、社会資本整備、
税制改⾰

●更なる推進のための枠組
◆「経済あっての財政」の下、
デフレ脱却・経済再⽣に全⼒。
◆財政健全化⽬標（2025年
度PB⿊字化等）の堅持
※本年度内に、感染症の経済財政への
影響の検証を⾏い、⽬標年度を再確認
◆2022〜24年度の３年間、
これまでと同様の歳出改⾰
努⼒（歳出の⽬安）を継続

経済・財政⼀体改⾰

●感染症に対し強靱で安⼼
できる経済社会の構築
◆感染症有事に備えた取組
（医療提供体制、ワクチン等）
◆効果的な感染防⽌策の
継続・徹底

●経済の好循環の加速・拡⼤
◆事業の継続と雇⽤の確保、
⽣活の下⽀えに万全
◆⾃律的な経済成⻑に向けて、
躊躇なく機動的なマクロ経済
政策運営

防災・減災、国⼟強靱化
東⽇本⼤震災等からの復興

感染症の克服と
経済の好循環

令和３年６⽉18⽇
閣 議 決 定
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次なる時代を切り拓く活力ある地域社会の実現 （総務省重点施策2022）

Ⅲ 防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらしの実現

14 郵政事業のユニバーサルサービスの充実
○ユニバーサルサービスの確保 ○デジタル時代における郵便局等の公的地域基盤連携の推進（再掲）

15 恩給の適切な支給
○受給者の生活を支える恩給の支給

16 行政運営の改善を通じた行政の質の向上
☆行政不服審査法等の基本的・通則的な法制度、独立行政法人制度の運営・改善
○国の行政の業務改革の推進等 ○政策評価等を通じたEBPMの推進
○行政評価局調査機能及び行政相談機能の充実・強化

17 EBPMの推進及び基盤となる統計の整備
○政策評価等を通じたEBPMの推進（再掲）
○就業構造基本調査等の統計の整備による社会・経済実態の把握
○ビッグデータ等を活用した統計作成の推進 ○ユーザー視点に立った統計データの利活用促進

18 主権者教育の推進と投票しやすい環境の一層の整備
○民主主義の担い手である若年層をはじめとした有権者に対する主権者教育の推進
○投票しやすい環境の一層の整備

12 感染症を踏まえた国と地方の連携推進・新たな役割分担等
※感染症を踏まえた地方団体との連携推進 ☆国と地方の新たな役割分担についての検討
○多様な広域連携の推進

13 地方の一般財源総額の確保等
○☆感染症への対応、活力ある地域社会の実現等の重要課題への対応
○☆地方の一般財源総額の確保 ○基地交付金・調整交付金の確保
※デジタル・ガバメントの推進と財政マネジメントの強化
○東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の確実な確保

Ⅴ 持続可能な社会基盤の確保

Ⅳ 感染症への対応、活力ある地域社会の実現等を支える地方行財政基盤の確保

７ 地方への新たな人の流れの強化
○地域おこし協力隊の強化等 ○地域活性化起業人の推進 ○スマートシティの推進

８ 子どもを産み育てやすい支え合う地域社会の実現
○地域コミュニティを支える地域運営組織への支援
○ICTによる子育て環境づくり（自治体の行政手続オンライン化（再掲）、テレワークの推進（再掲））

９ 自立分散型地域経済の構築・過疎地域の持続的発展の支援
○地域資源を活かした地域の雇用創出 ○特定地域づくり事業の推進 ○新法に基づく過疎対策の推進

１ 情報通信行政の改革
☆通信・放送及びその隣接市場における横断的な市場分析・政策検討の実施
☆横断的な電波の利用状況の調査・評価・提言機能の強化 ☆携帯電話用周波数割当てプロセスの見直し
☆情報通信分野における外資規制の在り方の見直し等に関する検討

２ デジタル・ガバメントの推進
○マイナンバーカードの利便性向上、申請促進・交付体制強化
○自治体DX（自治体情報システム標準化・共通化、行政手続オンライン化等）の推進
○消防防災分野のDXの推進 ○デジタル時代における郵便局等の公的地域基盤連携の推進

３ 民間におけるDXの加速・低消費電力の実現
○5G・光ファイバ等の情報通信基盤の整備 ☆ブロードバンドのユニバーサルサービス化に向けた措置
○ローカル５Ｇによる課題解決の促進 ○☆電波の有効利用促進
○超低消費電力を実現するBeyond 5Gに向けた研究開発・戦略的な知財取得・国際標準化の推進
○インターネットエクスチェンジ・データセンターの地方分散によるトラヒック流通効率化
○グリーン社会に資する光ネットワークの研究開発
○AI (多言語同時通訳) ・量子暗号・宇宙ICT等の研究開発 ○破壊的イノベーション創出人材の発掘
☆携帯電話料金の低廉化に向けた取組 ○情報銀行に関するルール整備

４ 誰もが利用しやすい情報通信環境の推進・サイバーセキュリティの確保
○高齢者等に向けたデジタル活用支援の一層の推進 ○情報バリアフリーの促進に向けた字幕番組の制作促進
○テレワークの推進 ○遠隔医療の推進
☆※インターネット上の誹謗中傷への対策及び利用者情報の適切な取扱いの確保
○サイバー攻撃に対応する技術開発・人材育成、産学官連携拠点の形成
☆電気通信事業者におけるデータの取扱いに係るガバナンス確保等の在り方についての検討
○電気通信事業者による積極的なセキュリティ対策の推進

５ 経済安全保障への対応・戦略的な経済連携の強化
○グローバルな環境変化を踏まえた通信インフラのサプライチェーン強靱化
○5G、光海底ケーブル等のICTインフラシステム、放送コンテンツ、郵便、消防、行政相談、統計等の海外展開
○DFFT（信頼性のある自由なデータ流通）推進に向けたルール作り

６ 脱炭素に向けたエネルギーの地産地消の推進
○分散型エネルギーインフラプロジェクトの支援 ○地域の脱炭素を担う人材の支援
○ローカル脱炭素プロジェクトによる事業立上げの重点支援

Ⅰ デジタル変革（ＤＸ）の加速とグリーン社会の実現

Ⅱ 活力ある地方創り

■ 全ての国民がデジタル化のメリットを享受できるよう、情報通信行政の改革や国内外の情勢も踏まえた安全で
信頼できる情報通信環境の整備を進めつつ、社会全体のデジタル変革（DX）を加速するとともに、経済と環境の
好循環を生み出すよう、グリーン社会の実現に向けた取組を推進する。

■ 地方移住の関心が高まっている中、地方への新たな人の流れを強化し、子どもを産み育てやすい支え合う地
域社会を実現するとともに、自立分散型地域経済の構築等を図ることにより、活力ある地方を創る。

■ 近年の自然災害の多様化・激甚化・頻発化により、防災・減災の重要性が一層増していることを踏まえ、消防
防災力・地域防災力を充実強化するとともに、国土強靱化を推進し、安全・安心なくらしを実現する。

10 国土強靱化の推進
○被災地方団体への人的支援の推進 ○ケーブルテレビの光化 ○放送ネットワークの強靱化
※公共安全LTEの推進 ○Lアラートの活用推進

11 消防防災力・地域防災力の充実強化
○熱海市土石流災害を踏まえた対応 ○緊急消防援助隊・常備消防等の充実強化
○消防団や自主防災組織等の充実強化 ○火災予防対策の推進 ○地方公共団体の危機対応能力の強化
○消防防災分野における女性の活躍推進 ○科学技術の活用による消防防災力の強化
○被災地の消防防災力の充実強化

■ 次なる時代に向けた持続可能な社会基盤を確保するため、郵政事業、恩給、行政運営の改善、統計、主権者
教育に係る取組を着実に進める。

■ 感染症を踏まえた国と地方の連携等を推進するとともに、感染症への対応、活力ある地域社会の実現等を支
える地方行財政基盤を確保する。

○：予算関連 ☆：制度関連 ※：その他

新型コロナウイルス感染症により顕在化した我が国が抱える課題を解決し、豊かさを実感できる次なる時代を切り拓くため、デジタル変革（DX）の加速とグリーン社会の実現や活力ある
地方創り、安全・安心なくらしの実現、地方行財政基盤・持続可能な社会基盤の確保といった取組を進め、活力ある地域社会を実現する。
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令和４年度の地方財政の課題
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ᮾ日ᮏ㟈⅏䛻ಀ䜛ᆅ᪉䛾ᪧ䞉⯆事ᴗ➼䛾事ᴗ㈝ཬ䜃㈈※䛾☜ᐇ䛺☜ಖ

ᮾ日ᮏ㟈⅏䛾ᪧ䞉⯆事ᴗ➼䛻䛴䛔䛶䚸㏻ᖖᨭ䛸䛿ูᯟ䛷ᩚ⌮䛧䚸ᡤせ䛾事ᴗ㈝ཬ䜃㈈※䜢☜ᐇ䛻☜ಖ䚹

䛆ᮾ日ᮏ㟈⅏ศ䛇

䛆㏻ᖖᨭศ䛇

䝕䝆䝍䝹♫䛾ᇶ┙䛷䛒䜛䝬䜲䝘䞁䝞䞊䜹䞊䝗䛾ᬑཬಁ㐍䜔⮬యሗ䝅䝇䝔䝮䛾ᶆ‽䞉ඹ㏻䛺䛹䝕䝆䝍䝹䞉䜺䝞䝯

䞁䝖䜢᥎㐍䛩䜛䛸䛸䜒䛻䚸බඹタ➼䛾㐺ṇ㓄⨨䜔⪁ᮙᑐ⟇➼䛾᥎㐍䚸㈈ᨻ≧ἣ䛾䛂ぢ䛘䜛䛃䚸බႠᴗィ䛾㐺⏝

ᣑ䚸Ỉ㐨䞉ୗỈ㐨䛾ᗈᇦ➼䛾බႠᴗ䛾⤒Ⴀᨵ㠉䛺䛹䚸ᆅ᪉ᅋయ䛾㈈ᨻ䝬䝛䝆䝯䞁䝖䜢ᙉ䚹
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令和４年度地方交付税の概算要求の概要

䠄1) 令和4年ᗘ䛻䛚䛔䛶䚸ᘬ䛝⥆䛝ᕧ㢠䛾㈈※㊊䛜⏕䛨䠄4.5䠅䚸ᖹᡂ8年ᗘ௨᮶27年㐃⥆䛧䛶ᆅ᪉⛯ἲ➨6᮲䛾3

➨2㡯䛾つᐃ䛻ヱᙜ䛩䜛䛣䛸䛜ぢ㎸䜎䜜䜛䛣䛸䛛䜙䚸ྠ㡯䛻ᇶ䛵䛟⛯⋡䛾ᘬୖ䛢䛻䛴䛔䛶事㡯せồ䛩䜛䚹

䠄2) ㈈※㊊䛾⿵ሲ䛻䛴䛔䛶䛿䚸令和2年ᗘ䛛䜙令和4年ᗘ䛻䛚䛡䜛㈈※㊊䜢⿵ሲ䛩䜛䝹䞊䝹䛻ᇶ䛵䛝✚⟬䛧䛶䛔䜛䚹

䠄3) ᮾ日ᮏ㟈⅏䛻ಀ䜛ᆅ᪉䛾ᪧ䞉⯆事ᴗ➼䛻ಀ䜛㈈※䛾☜ಖ䛻䛴䛔䛶䛿䚸事㡯せồ䛸䛩䜛䚹

䠄4) 䛣䛾ᴫ⟬せồ䛿䚸௬⨨䛝䛾ィᩘ䛷䛒䜚䚸⤒῭ໃ䛾᥎⛣䚸⛯ไᨵṇ䛾ෆᐜ䚸ᅜ䛾ண⟬⦅ᡂ䛾ືྥ➼䜢㋃䜎䛘䚸ᆅ᪉㈈ᨻ䛾

≧ἣ➼䛻䛴䛔䛶᳨ウ䜢ຍ䛘䚸ண⟬⦅ᡂ㐣⛬䛷ㄪᩚ䛩䜛䚹

䕿 䛂᪂⤒῭䞉㈈ᨻ⏕ィ⏬䛃➼䜢㋃䜎䛘䚸ᅋయ䜢ጞ䜑ᆅ᪉䛾Ᏻᐃⓗ䛺㈈ᨻ㐠Ⴀ䛻ᚲせ䛸䛺䜛一⯡㈈※䛾総㢠䛻䛴䛔䛶䚸

令和３年ᗘᆅ᪉㈈ᨻィ⏬䛾Ỉ‽䜢ୗᅇ䜙䛺䛔䜘䛖ᐇ㉁ⓗ䛻ྠỈ‽䜢☜ಖ

䕿 ᆅ᪉⛯䛻䛴䛔䛶䛿䚸ᮏ᮶䛾ᙺ䛜㐺ษ䛻Ⓨ䛥䜜䜛䜘䛖総㢠䜢☜ಖ䛩䜛䛣䛸䛸䛧17.5䜢せồ䛩䜛䛸䛸䜒䛻䚸⛯⋡

䛾ᘬୖ䛢䜢事㡯せồ

䕿 ᮾ日ᮏ㟈⅏䛾ᪧ䞉⯆事ᴗ➼䛻䛴䛔䛶䚸㏻ᖖᨭ䛸䛿ูᯟ䛷ᩚ⌮䛧䚸ᆅ᪉䛾ᡤせ䛾事ᴗ㈝ཬ䜃㈈※䜢☜ᐇ䛻☜ಖ

䕿 ᆅ᪉⛯䠄ᆅ᪉ᅋయ䜈䛾䝧䞊䝇䠅

175,008൨䠇事㡯せồ 䠄䠮３ 174,385൨䠅

䠄䠮３ẚ 䠇623൨䠅

ୖグ䛻ᇶ䛵䛟ᴫ⟬せồ䛾ጼ

せồ䛾⪃䛘᪉

せồෆᐜ
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䠄༢䠖䠅

ṓฟ

90.1
䠄+0.5䠅

⤥㛵ಀ⤒㈝
20.0

䠄䕦0.2䠅

ṓධ

90.1
(+0.5)

一⯡⾜ᨻ⤒㈝
41.4 (䠇0.5)

ᢞ㈨ⓗ
⤒ ㈝
11.9

䠄ྠ㢠䠅

ᆅ᪉⛯䞉ᆅ᪉ㆡ⛯➼
42.6
(䠇2.4)

ᅜ ᗜ
ᨭฟ㔠
15.0
(䠇0.2)

ᆅ᪉一⯡㈈※総㢠 63.4䠄䠇0.3䠅
ᆅ᪉一⯡㈈※総㢠䠄Ỉ‽㉸⤒㈝㝖䛝䠅 62.1䠄䠇0.1䠅

ᆅ᪉മ
➼
10.9

䠄ྠ㢠䠅

ὀ䠖䠄 䠅ෆ䛿令和３年ᗘᙜึ※䛛䜙䛾ቑῶ㢠

※地方⛯・地方ㆡ⛯の௧䠎年度ᚩ⊰予の特に
కう௧䠏年度ධ見㎸額、公മ費の⊰予特മの
ඖ利ൾ㑏金を㝖く

䛖䛱 䜎䛱䞉䜂䛸䞉䛧䛤䛸⏕事ᴗ㈝ 1.0䠄ྠ㢠䠅
䛖䛱 ᆅᇦ♫⏕事ᴗ㈝ 0.4䠄ྠ㢠䠅
䛖䛱 ᆅᇦ䝕䝆䝍䝹♫᥎㐍㈝ 0.2䠄ྠ㢠䠅

ᆅ᪉⛯

17.5
(䠇0.1)

බമ㈝
11.5
(䕦0.0)

㈈※㊊㢠 4.5䠄䕦5.6䠅

䕿 ㈈※㊊㢠䛿䚸ᑐ๓年ᗘẚ䕦䠑䠊䠒䛾䠐䠊䠑䚹ᢡ༙ᑐ㇟㈈※㊊䛜ゎᾘ䚹

䕿 ᆅ᪉⛯䠄ฟཱྀ䝧䞊䝇䠅䛿䚸ἲᐃ⋡ศ䛾ቑ➼䛻䜘䜚ᑐ๓年ᗘẚ䠇䠌䠊䠍䛾䠍䠓䠊䠑䚹
⮫㈈ᨻᑐ⟇മ䛿䚸ᑐ๓年ᗘẚ䕦䠎䠊䠎䛾３䠊３䚹

令和４年度地方財政収支（仮試算）

0.8

ᘓ
タ
ᆅ
᪉
മ
叏
ቑ
Ⓨ

0.20.2

⮫㈈ᨻ
ᑐ⟇മ

3.3
䠄䕦2.2䠅

厨
参
ἲ
ᐃ
ຍ
⟬
➼

厨
参
ᶵ
ᵓ
‽
ഛ
㔠
叏
ά
⏝

⥔
ᣢ
⿵
ಟ
㈝

1.5
(ྠ㢠)

බ
Ⴀ

ᴗ
⧞
ฟ
㔠
2.4
(䕦0.0)

1.3
(+0.2)

Ỉ
‽
㉸
⤒
㈝
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地方ڒག財॑ޛのఌڂ

36.0 36.0 36.5 37.9 40.3 41.2 41.7 42.1 43.3 43.7 40.2

17.4 17.5 17.1 16.9
16.8 16.7 16.3 16.0

16.2 16.6 17.4

6.2 6.1 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5

59.5 59.6 59.8 60.4 61.5 61.7 62.1 62.1 62.7 63.4 63.1 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3
※ 地方財政計画ベース
※ 四角囲みの数値は、水準超経費除きの交付団体ベース
※ （ ）内の数値は、対前年度増減
※ 平成２４年度以降の地方税・地方譲与税等は、復旧・復興事業及び全国防災事業の一般財源充当分を含んだ額
※ 令和３年度の地方税・地方譲与税等及び一般財源総額は、令和２年度徴収猶予の特例分を除いている。

（兆円）

（年度）

60.3 （＋0.0）60.3 （＋0.0）60.2 （＋0.1） 60.7 （＋0.4）60.2 （＋0.7）59.4 （＋0.4）59.0 （＋0.0）59.0 （＋0.2）58.8 （＋0.0）

61.8 （＋1.1）

（＋0.7）

（＋0.1） （＋0.1） （＋0.1） （＋0.6） （＋1.2 ） （＋0.1） （＋0.4） （＋0.0） （＋0.6）

（＋0.4）

（＋0.4）

（▲0.1）

（＋1.1）

（＋0.2）

（＋0.4）（＋0.5）
（＋1.4）

（＋0.4）

（＋0.1）

（＋0.1）

（＋0.1）

（＋1.2）

（＋0.5）

（▲1.5） （▲0.0）

（▲0.4）

（▲0.6）

（▲0.2）

（＋0.3）

（＋0.9）（＋2.4）

（▲0.7）

（▲0.3）（▲0.4）（▲0.1）

（▲0.7）

（▲0.1）

（▲1.1）

地方税・地方譲与税等

臨時財政対策債

地方交付税

交付団体ベース
の一般財源総額

一般財源総額

（▲0.1）

62.0 （＋0.2）

（▲0.3）

（＋0.9）

（▲3.6）

（＋2.3）
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デジタル改革関連法の全体像
9 流ৢするデータの多様化・大容量化が進னし、データの活用が不可欠
9 ப⽤・ೊ⽤からの૩防⽌のਏ性がੜ⼤

9 新型コロナウイルス対ૢにおいてデジタル化の遅れがႀ化
9 ⼦⾼ೡ化や⾃ே಼૩な峓の社会的な課題解決のためにデータ活用が緊要

デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律

⺠や地ୠのをதえたデータ利活用の進、マイナンバーの情報連携യ進、マイܒ
ナンバーカードのਹ性の向上・യ進峝崒ンラインু続の進、押印等を求
める手続の見直し等による国⺠のু続担のೄ等

公的給付の支給等の迅速かつ確
実な実施のための預貯金口座の

登録等に関する法律

預貯金者の意思に基づく個人番
号の利用による預貯金口座の管

理等に関する法律
9 希望者において、マイナポー
タルからのఃஈ峝金融機
関窓口からのઠౠఃஈができ
るようにする

9 緊急時の給付金や児童手当
な峓のਁসஔહに、ఃஈした
ઠౠのਹ⽤を૭ચとする

国⺠にとって申請手続の簡素ܒ
化・給付の迅速化

9 本人の同意を提とし、⼀度に
複数の預貯金口座への付番が
⾏えるல組峩や、マイナポータル
からも登録できるல組峩をਝ

9 相続時や災害時において、預貯
金口座の所在を国民が確認で
きるல組峩をਝ

国⺠にとってৼ続ৎや಼૩ৎのܒ
手続負担の軽減等の実現

デジタル社会形成基本法※,7基本১峙ఀ⽌ デジタル庁設置法
9 「デジタル社会」の成によるが国経済の持続的かつ健全な発展と国民の幸福
な生活の実現等を⽬的とする

9 デジタル社会の成に関し、基本理念峝策の策定に係る基本方針、国、地⽅
ਁુ੮体峝事業者の責務、デジタル庁のਝ઼ధ峝に重点計画の策定に峎いて
規定
岩,7基本১とのৼୀਡ岪
・ ⾼度ੲਾৢਦネットワーク社会ڀ�データ利活用により発னするデジタル社会
・ ネットワークのౄ実＋国民の利便性向上をるデータ利活用（基本৶・基本⽅ଉ）
・ デジタルૂのਝ઼（,7本部峙ఀ⽌）

デジタル社会を成するための基本ਉಋ（10ਉಋ）のਏ素峬取り峽峊うえܒ
で、デジタル社会の成の基本的枠組みをらかにし、これに基づき策を進

9 強力な総合調整機能（勧告権等）を有する組௶。基本⽅ଉ策
定な峓の企⽴੧、国等のੲਾシステ嵈のଁฐ・૰৶、ਏなシ
ステ嵈峙⾃ら整備

9 国の情報システム、地方共通のデジタル基盤、マイナンバー、デー
タ利活用等の業ਜをਘ⼒に進

9 内閣直属の組௶（長は内閣総理大臣）。デジタル大臣の峥か、
્શのデジタル監等を઼く

デジタル社会の形成に関する司令塔として、行政の縦割りを打破ܒ
し、⾏政サービスを௷本的に向上

9 ⼈ੲਾ関係３১を１本の法
律に統合するとと峬に、地⽅ਁુ
੮体の制度に峎いて峬全国的な
共通ルールをਝ定、ਚଵを個情
委に一元化（⼈ੲਾ保૧১
改ਫ等）

9 医師免許等の国家資格に関する事ਜへのマイ
ナンバーのਹ⽤の೧のఁ⼤（マイナンバー১
等改ਫ）

9 郵便局でのਗ਼⼦証છの発⾏・ಌ新等の૭
ચ化（ഖଂ事ਜ取ඞ১改ਫ）

9 本⼈同意に基づく౧検証者への基本４情
報の提供、ਗ਼⼦証છのスマートフォンへの
搭載（ਁ的⼈認証১改ਫ）

9 ૡো地への転出届に関する情報の事前通知
（ક⺠基本১改ਫ）

9 マイナンバーカードの発⾏・運営体制の௷本
的ਘ化（マイナンバー১、J-/,6১改ਫ）

9 押印・書面ু続のৄ直し（
ഀ・છએ交હ等をめるু続を
定める48১律を改ਫ）

地方公共団体情報システムの標準化に関する法律
9 地⽅ਁુ੮体の基ୌ௺ੲਾシステ嵈に峎いて、国が基準を策定し、
当該基準に適合したシステムの利用を求める১的組峩を構ണ

地⽅ਁુ੮体の行政運営の効率化・住民の利便性向上等ܒ 9



マイナンバーカードの申請・交付状況
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H28 H29 H30 R1 R2.4 R2.7 R2.8 R2.9 R2.10 R2.11 R2.12 R3.1 R3.2 R3.3 R3.4 R3.5 R3.6 R3.7 R3.8
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数

一
か
月
当
た
り
の
有
効
申
請
受
付
・
交
付
実
施
済
数

（H28～R1は年度当たりの平均値）

○ これまでの普及促進に向けた様々な取組により、令和３年９月１日時点で、マイナンバーカードの申請数は
約５，１１５万枚、交付数は約４，７６１万枚となった。

○ 今後、広報活動の強化や市町村の交付体制の充実等により、更なる申請・交付の促進に取り組む。

令和３年
９月１日実績

申請：5,115万枚（約40.4％）
交付：4,761万枚（約37.6％）

※（ ）内は令和３年１月１日時点の住基人口（126,654,244人）に対する割合

１か月当たりの
有効申請受付数
交付実施済数
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○ 2040年には、団塊の世代（出生数 260～270万人／年）及び団塊ジュニア世代（出生数 200～210万人／年）が高齢者と
なっており、我が国の人口ピラミッドはいわゆる棺おけ型になる。

○ 近年の出生数は、年間100万人に満たない。2040年にはこの世代が20歳代となる。

ᴾᴾᴾᴾᴾ我が国の人口の動向

出典：「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）

出生数 2015年※１ 2040年※１

団塊の世代
1947～49年生まれ

267.9万人

～269.7万人

215.2万人 80.4万人

66～68歳 91～93歳

団塊ジュニア
1971～74年生まれ

200.1万人

～209.2万人

198.9万人 182.7万人

41～44歳 66～69歳

【参考】
2013～15年生まれ

100.4万人

～103.0万人

98.2万人 102.7万人※２

0～2歳 25～27歳 出典：出生数は厚生労働省「人口動態統計調査」から作成、
2015年、2040年人口は「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（国立社会保障・人口問題研究所）から作成

※１ 2015年、2040年の各世代人口は各年齢の平均を記載。

※２ 日本の将来推計人口は、国籍に関わらず日本に在住する総人口を推計の対象としており、
国際人口移動率（数）を仮定して推計を実施している。
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※ 上表は、国立社会保障・人口問題研究所が公表している「日本の地域別将来推計人口（平成30年(2018）推計）」のデータに基づく。
(2015年（平成27年）の人口は実績（H27国勢調査結果）、2025年（令和7年）及び2040年（令和22年）の人口は推計（出生中位（死亡中位））による。）

※ 高齢化率とは、全人口に占める65歳以上人口の比率であり、上表では表示単位未満の数値（単位：人）を元に算出している。
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ᾏ㐨 㻡㻟㻤 㻝㻡㻣 㻞㻥㻚㻝 㻡㻜㻞 㻝㻣㻞 㻟㻠㻚㻠 㻠㻞㻤 㻝㻣㻡 㻠㻜㻚㻥
㟷᳃┴ 㻝㻟㻝 㻟㻥 㻟㻜㻚㻞 㻝㻝㻢 㻠㻞 㻟㻢㻚㻣 㻥㻝 㻠㻜 㻠㻠㻚㻠
ᒾᡭ┴ 㻝㻞㻤 㻟㻥 㻟㻜㻚㻠 㻝㻝㻢 㻠㻝 㻟㻡㻚㻢 㻥㻢 㻟㻥 㻠㻝㻚㻞
ᐑᇛ┴ 㻞㻟㻟 㻢㻜 㻞㻡㻚㻣 㻞㻞㻟 㻣㻜 㻟㻝㻚㻞 㻝㻥㻟 㻣㻟 㻟㻣㻚㻥
⛅⏣┴ 㻝㻜㻞 㻟㻡 㻟㻟㻚㻤 㻤㻥 㻟㻢 㻠㻜㻚㻤 㻢㻣 㻟㻞 㻠㻣㻚㻡
ᒣᙧ┴ 㻝㻝㻞 㻟㻡 㻟㻜㻚㻤 㻝㻜㻞 㻟㻣 㻟㻢㻚㻜 㻤㻟 㻟㻠 㻠㻝㻚㻜
⚟ᓥ┴ 㻝㻥㻝 㻡㻡 㻞㻤㻚㻣 㻝㻣㻟 㻢㻝 㻟㻡㻚㻟 㻝㻠㻟 㻢㻜 㻠㻞㻚㻞
Ⲉᇛ┴ 㻞㻥㻞 㻣㻤 㻞㻢㻚㻣 㻞㻣㻡 㻤㻤 㻟㻞㻚㻜 㻞㻟㻤 㻥㻝 㻟㻤㻚㻞
ᰣᮌ┴ 㻝㻥㻣 㻡㻝 㻞㻡㻚㻥 㻝㻤㻣 㻡㻣 㻟㻜㻚㻢 㻝㻢㻡 㻡㻥 㻟㻡㻚㻣
⩌㤿┴ 㻝㻥㻣 㻡㻡 㻞㻣㻚㻢 㻝㻤㻣 㻡㻥 㻟㻝㻚㻤 㻝㻢㻠 㻢㻞 㻟㻣㻚㻣
ᇸ⋢┴ 㻣㻞㻣 㻝㻤㻜 㻞㻠㻚㻤 㻣㻞㻜 㻞㻜㻟 㻞㻤㻚㻞 㻢㻣㻞 㻞㻟㻜 㻟㻠㻚㻞
༓ⴥ┴ 㻢㻞㻞 㻝㻢㻝 㻞㻡㻚㻥 㻢㻝㻞 㻝㻣㻥 㻞㻥㻚㻟 㻡㻢㻡 㻝㻥㻣 㻟㻡㻚㻜
ᮾி㒔 㻝㻘㻟㻡㻞 㻟㻜㻣 㻞㻞㻚㻣 㻝㻘㻟㻤㻡 㻟㻞㻣 㻞㻟㻚㻢 㻝㻘㻟㻣㻢 㻠㻜㻜 㻞㻥㻚㻜

⚄ዉᕝ┴ 㻥㻝㻟 㻞㻝㻤 㻞㻟㻚㻥 㻥㻜㻣 㻞㻠㻞 㻞㻢㻚㻣 㻤㻡㻠 㻞㻤㻣 㻟㻟㻚㻢
᪂₲┴ 㻞㻟㻜 㻢㻥 㻞㻥㻚㻥 㻞㻝㻟 㻣㻟 㻟㻠㻚㻠 㻝㻤㻝 㻣㻝 㻟㻥㻚㻞
ᐩᒣ┴ 㻝㻜㻣 㻟㻟 㻟㻜㻚㻢 㻝㻜㻜 㻟㻠 㻟㻟㻚㻤 㻤㻢 㻟㻟 㻟㻤㻚㻤
▼ᕝ┴ 㻝㻝㻡 㻟㻞 㻞㻣㻚㻤 㻝㻝㻜 㻟㻠 㻟㻝㻚㻜 㻥㻥 㻟㻢 㻟㻡㻚㻥
⚟┴ 㻣㻥 㻞㻟 㻞㻤㻚㻢 㻣㻠 㻞㻠 㻟㻞㻚㻡 㻢㻡 㻞㻠 㻟㻣㻚㻞
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ᒱ㜧┴ 㻞㻜㻟 㻡㻣 㻞㻤㻚㻝 㻝㻥㻜 㻢㻜 㻟㻝㻚㻣 㻝㻢㻡 㻢㻝 㻟㻣㻚㻟
㟼ᒸ┴ 㻟㻣㻜 㻝㻜㻟 㻞㻣㻚㻤 㻟㻡㻝 㻝㻝㻞 㻟㻝㻚㻥 㻟㻜㻥 㻝㻝㻢 㻟㻣㻚㻡
ឡ▱┴ 㻣㻠㻤 㻝㻣㻤 㻞㻟㻚㻤 㻣㻠㻢 㻝㻥㻡 㻞㻢㻚㻞 㻣㻜㻣 㻞㻞㻠 㻟㻝㻚㻢
୕㔜┴ 㻝㻤㻞 㻡㻝 㻞㻣㻚㻥 㻝㻣㻝 㻡㻟 㻟㻝㻚㻞 㻝㻡㻜 㻡㻡 㻟㻢㻚㻥

㻞㻜㻝㻡年（平成㻞㻣年） 㻞㻜㻞㻡年（令和䠓年） 㻞㻜㻠㻜年（令和㻞㻞年）
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රᗜ┴ 㻡㻡㻟 㻝㻡㻜 㻞㻣㻚㻝 㻡㻟㻝 㻝㻢㻟 㻟㻜㻚㻤 㻠㻣㻠 㻝㻣㻣 㻟㻣㻚㻟
ዉⰋ┴ 㻝㻟㻢 㻟㻥 㻞㻤㻚㻣 㻝㻞㻢 㻠㻞 㻟㻟㻚㻟 㻝㻜㻣 㻠㻞 㻟㻥㻚㻣

和ḷᒣ┴ 㻥㻢 㻟㻜 㻟㻜㻚㻥 㻤㻤 㻟㻜 㻟㻠㻚㻞 㻣㻟 㻞㻥 㻟㻤㻚㻥
㫽ྲྀ┴ 㻡㻣 㻝㻣 㻞㻥㻚㻣 㻡㻠 㻝㻤 㻟㻠㻚㻜 㻠㻣 㻝㻤 㻟㻣㻚㻠
ᓥ᰿┴ 㻢㻥 㻞㻟 㻟㻞㻚㻡 㻢㻠 㻞㻟 㻟㻢㻚㻜 㻡㻢 㻞㻞 㻟㻤㻚㻡
ᒸᒣ┴ 㻝㻥㻞 㻡㻡 㻞㻤㻚㻣 㻝㻤㻡 㻡㻤 㻟㻝㻚㻟 㻝㻢㻤 㻡㻥 㻟㻠㻚㻥
ᗈᓥ┴ 㻞㻤㻠 㻣㻤 㻞㻣㻚㻡 㻞㻣㻢 㻤㻠 㻟㻜㻚㻟 㻞㻡㻞 㻤㻢 㻟㻠㻚㻝
ᒣཱྀ┴ 㻝㻠㻜 㻠㻡 㻟㻞㻚㻝 㻝㻞㻥 㻠㻢 㻟㻡㻚㻡 㻝㻝㻜 㻠㻞 㻟㻤㻚㻢
ᚨᓥ┴ 㻣㻢 㻞㻟 㻟㻝㻚㻜 㻢㻥 㻞㻠 㻟㻡㻚㻢 㻡㻣 㻞㻟 㻠㻜㻚㻝
㤶ᕝ┴ 㻥㻤 㻞㻥 㻞㻥㻚㻥 㻥㻞 㻟㻝 㻟㻟㻚㻞 㻤㻝 㻟㻜 㻟㻣㻚㻜
ឡ┴ 㻝㻟㻥 㻠㻞 㻟㻜㻚㻢 㻝㻞㻣 㻠㻡 㻟㻡㻚㻜 㻝㻜㻤 㻠㻟 㻠㻜㻚㻜
㧗▱┴ 㻣㻟 㻞㻠 㻟㻞㻚㻥 㻢㻡 㻞㻠 㻟㻢㻚㻤 㻡㻠 㻞㻞 㻠㻝㻚㻞
⚟ᒸ┴ 㻡㻝㻜 㻝㻟㻞 㻞㻡㻚㻥 㻡㻜㻠 㻝㻠㻥 㻞㻥㻚㻢 㻠㻣㻜 㻝㻡㻥 㻟㻟㻚㻣
బ㈡┴ 㻤㻟 㻞㻟 㻞㻣㻚㻣 㻣㻤 㻞㻡 㻟㻞㻚㻠 㻣㻜 㻞㻡 㻟㻡㻚㻤
㛗ᓮ┴ 㻝㻟㻤 㻠㻝 㻞㻥㻚㻢 㻝㻞㻢 㻠㻠 㻟㻡㻚㻞 㻝㻜㻡 㻠㻞 㻟㻥㻚㻢
⇃ᮏ┴ 㻝㻣㻥 㻡㻝 㻞㻤㻚㻤 㻝㻢㻥 㻡㻢 㻟㻟㻚㻞 㻝㻡㻝 㻡㻡 㻟㻢㻚㻞
分┴ 㻝㻝㻣 㻟㻢 㻟㻜㻚㻠 㻝㻜㻥 㻟㻤 㻟㻠㻚㻤 㻥㻡 㻟㻢 㻟㻤㻚㻝
ᐑᓮ┴ 㻝㻝㻜 㻟㻟 㻞㻥㻚㻡 㻝㻜㻞 㻟㻢 㻟㻡㻚㻜 㻤㻤 㻟㻠 㻟㻤㻚㻣

㮵ඣᓥ┴ 㻝㻢㻡 㻠㻥 㻞㻥㻚㻠 㻝㻡㻝 㻡㻟 㻟㻡㻚㻞 㻝㻞㻤 㻡㻝 㻟㻥㻚㻠
Ἀ⦖┴ 㻝㻠㻟 㻞㻤 㻝㻥㻚㻣 㻝㻠㻣 㻟㻢 㻞㻠㻚㻢 㻝㻠㻡 㻠㻠 㻟㻜㻚㻜
ྜ䚷㻌計 㻝㻞㻘㻣㻜㻥 㻟㻘㻟㻤㻣 㻞㻢㻚㻢 㻝㻞㻘㻞㻡㻠 㻟㻘㻢㻣㻣 㻟㻜㻚㻜 㻝㻝㻘㻜㻥㻞 㻟㻘㻥㻞㻝 㻟㻡㻚㻟

㻞㻜㻞㻡年（令和䠓年） 㻞㻜㻠㻜年（令和㻞㻞年）㻞㻜㻝㻡年（平成㻞㻣年）㡯┠
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年金

医療

福祉その他

1人当たり社会保障給付費
年金

福祉その他

医療

一人当たり社会保障給付費（右目盛）

2010
(平成22)

1990
（平成2)

1980
（昭和55)

1970
（昭和45)

1960
（昭和35)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

47.4

24.9

3.5

0.1 0.7

105.4

2000
（平成12)

2020
(予算ﾍﾞｰｽ)

資料：国立社会保障・人口問題研究所「平成29年度社会保障費用統計」、2018～2020年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2020年度の国民所得額は「令和2年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和2年1月20日閣議決定）」

（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2020年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。

126.8

78.4

社会保障給付費の推移

1970 1980 1990 2000 2010
2020

(予算ﾍﾞｰｽ)

国民所得額（兆円）Ａ 61.0 203.9 346.9 386.0 361.9 415.2 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.9(100.0%) 47.4(100.0%) 78.4(100.0%) 105.4(100.0%) 126.8(100.0%)

（内訳）年金 0.9( 24.3%) 10.3( 41.5%) 23.8( 50.1%) 40.5( 51.7%) 52.2( 49.6%) 57.7( 45.5%)

医療 2.1( 58.9%) 10.8( 43.2%) 18.6( 39.3%) 26.6( 33.9%) 33.6( 31.9%) 40.6( 32.0%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.8( 15.3%) 5.0( 10.6%) 11.3( 14.4%) 19.5( 18.5%) 28.5( 22.5%)

Ｂ／Ａ 5.8% 12.2% 13.7% 20.3% 29.1% 30.5%

厚生労働省資料
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■ 近年の記録的短時間大雨
情報の発表状況

平成２䠓年䠖 ３䠔ᅇ
平成２䠔年䠖 䠑䠔ᅇ
平成２䠕年䠖䠍䠌䠕ᅇ
平成３䠌年䠖䠍２３ᅇ
令和元年䠖 䠕䠒ᅇ

（Ẽ㇟ᗇ㈨ᩱ等）

᪂䛯䛺Ẽ㇟≧ἣ䛂ᒁ地䛃・䛂㞟୰䛃・䛂⃭⏒䛃

䕿時㛫㞵㔞䛜䠑䠌䡉䡉をୖᅇる㞵䛜全国ⓗ䛻増ຍ䛧ている䛺䛹、㏆年、㞵の降䜚方䛜ᒁ地・㞟୰・⃭⏒
䕿平成２䠓年䠕᭶㛵ᮾ・ᮾ㞵、平成２䠕年䠓᭶ᕞ㒊㞵、平成３䠌年䠓᭶㞵䛷は䝞䝑䜽䝡䝹䝕䜱䞁䜾ᙧ成䛻䜘る
⥺≧降水ᖏの㞵䛜Ⓨ⏕。令和２年䠓᭶㞵䛷䜒、▷時㛫䛻」数の⥺≧降水ᖏ䛜Ⓨ⏕。

災ᐖ ᴫせ

平成２䠕年䠓᭶ᕞ㒊㞵 ⥺≧降水ᖏ䛜ᙧ成・⥔ᣢ䛥䜜、ᕞ㒊地方䛷グ㘓ⓗ䛺㞵。⚟ᒸ┴、分┴の୧┴䛷、Ṛ⪅・⾜方᫂⪅４４ே。

平成３䠌年䠓᭶㞵 す᪥ᮏ付㏆䛻䛧䛯ᱵ㞵前⥺䛻ྥ䛡て、ᴟ䜑てከ㔞の水Ẽ䛜ὶ䜜㎸み⥆䛡る䛸䛸䜒䛻、ᒁ地ⓗ䛻は⥺≧降水ᖏ䛜ᙧ成。
す᪥ᮏ䛛䜙ᮾᾏ地方を୰ᚰ䛻ᗈ⠊囲䛷ほ ྐୖ䠍の㞵㔞のグ㘓を᭦᪂。Ṛ⪅・⾜方᫂⪅２３２ே。

令和元年ᡣ総༙ᓥྎ㢼 ༓ⴥ┴༓ⴥᕷ䛷᭱㢼㏿ 35.9 䝯ー䝖䝹、᭱▐㛫㢼㏿ 57.5 䝯ー䝖䝹をほ 䛩る䛺䛹、㛵ᮾ地方༡㒊䛷⊛Ⅿ䛺㢼をほ 䛧、ከ
䛟の地Ⅼ䛷ほ ྐୖ䠍の㢼㏿を᭦᪂䛩るグ㘓ⓗ䛺ᭀ㢼。༓ⴥ┴を୰ᚰ䛻㟁䜔㏻ಙ㞀ᐖ等の⿕ᐖ䛜Ⓨ⏕。

令和元年ᮾ᪥ᮏྎ㢼 䠍㒔12┴䛻㞵特ู㆙ሗ䛜Ⓨ⾲䛥䜜る䛺䛹、ᗈ⠊囲䛻⏒䛺⿕ᐖ。Ṛ⪅・⾜方᫂⪅は100ྡ超。

令和２年䠓᭶㞵 ᱵ㞵前⥺䛜㛗ᮇ㛫䛧、ᬮ䛛䛟‵䛳䛯✵Ẽ䛜ὶ䜜㎸み⥆䛡䛯䛯䜑、す᪥ᮏ䛛䜙ᮾ᪥ᮏ䛻䛛䛡てのᗈい⠊囲䛷グ㘓ⓗ䛺㞵。
Ṛ⪅84ே。（令和2年12᭶3᪥⌧ᅾ）。

（R2.7.22⌧ᅾ）■ 近年の風水害

■ 平成29年7月九州北部豪雨及び平成30年7月豪雨の例

（䛂平成30年䠓᭶㞵䛻䜘る水ᐖ・ᅵ◁災ᐖ䛛䜙の㑊㞴䛻㛵䛩る䝽ー䜻䞁䜾䜾䝹ー䝥䛃➨3ᅇ㈨ᩱ䜘䜚） 15



内㛶ᗓ䛻䜘る平成30年度時Ⅼの計⟬䛻䜘䜜䜀、Ṛ⪅⣙23ே、経῭⿕ᐖ⣙208兆
円（R1.5.31୰ኸ防災㆟ሗ࿌）

䛂地㟈ㄪᰝ◊✲᥎㐍ᮏ㒊 地㟈
ㄪᰝጤဨ䛃ᾏ⁁ᆺ地㟈の㛗
ᮇホ౯等䜘䜚స成

ᡃ䛜国は、４䛴の䝥䝺ー䝖䛻囲䜎䜜、

ୡ⏺の地㟈（䠩䠒以ୖ）の⣙２䛜

Ⓨ⏕䛩る䛺䛹、地㟈のከⓎ䛩る国

䜎䛯、ᡃ䛜国䛻は、⣙2,000のά᩿ᒙ

䛜䛒る䛸い䜟䜜ている

༡ᾏ䝖䝷䝣地㟈

Ⓨ⏕
☜⋡

ᚋ30年㛫䛷䠩8䡚9䜽䝷スの地㟈䛜70%䡚80䠂
の☜⋡䛷Ⓨ⏕

⿕ᐖ
ᐃ

䠘䠩9.1 (᭱値)䠚
・Ṛ⪅⣙32ே

・経῭⿕ᐖ⣙220兆円(H25.5୰防㆟༡䝖䝷WG)

計画
等

・ᇶᮏ計画(H26.3୰防㆟Ỵᐃ)
・ල体άື計画(H27.3୰防㆟ᖿ事Ỵᐃ)
・ᾘ防ᗇ䜰䜽䝅䝵䞁䝥䝷䞁(H28.3策ᐃ)

㤳㒔┤ୗ地㟈（䛭のの༡㛵ᮾの地㟈）

Ⓨ⏕
☜⋡

ᚋ30年㛫䛷䠩7䜽䝷スの地㟈䛜70%⛬度の☜
⋡䛷Ⓨ⏕

⿕ᐖ
ᐃ

䠘㒔ᚰ༡㒊┤ୗ地㟈䠩7.3 (᭱値)䠚
・Ṛ⪅⣙2.3ே(䛖䛱ⅆ災䛻䜘るṚ⪅⣙1.6ே)
・経῭⿕ᐖ⣙95兆円(H25.12୰防㆟㤳㒔WG)

計画
等

・ᇶᮏ計画(H27.3㛶㆟Ỵᐃ)
・ල体άື計画(H28.3୰防㆟ᖿ事Ỵᐃ)
・ᾘ防ᗇ䜰䜽䝅䝵䞁䝥䝷䞁(H29.3ぢ┤䛧)

᪥ᮏᾏ⁁・༓ᓥᾏ⁁࿘㎶ᾏ⁁ᆺ地㟈
(༓ᓥᾏ⁁ἢい、୕㝣Ἀ䛛䜙ᡣ総Ἀ)

Ⓨ ⏕
☜ ⋡

ᚋ30年㛫䛷᰿ᐊ䡚Ⲉᇛ┴Ἀ䜎䛷
䠩7䡚8.8⛬度以ୖ䜽䝷スの地㟈䛜
㧗い☜⋡䛷Ⓨ⏕（᰿ᐊἈ80䠂⛬度、
Ⲉᇛ┴Ἀ90䠂⛬度以ୖ䛺䛹）

⿕ ᐖ
 ᐃ

䠘䠩8.6 (᫂୕㝣䝍䜲䝥)䠚
・Ṛ⪅⣙2,700ே
䠘䠩8.2 (ᐑᇛ┴Ἀ䝍䜲䝥)䠚
・経῭⿕ᐖ⣙1.3兆円

(H18.1୰防㆟事ົᒁ)

計画等 ᇶᮏ計画(H18.3୰防㆟Ỵᐃ)

䈜୰防㆟䠖୰ኸ防災㆟

༥ాОऴ່ЧўѝмഩࠨႽ地௴
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１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策[７８対策] おおむね１２．３兆円程度

（１）人命・財産の被害を防止・最小化するための対策[５０対策]

（２）交通ネットワーク・ライフラインを維持し、国民経済・生活を支えるための対策[２８対策]

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策[２１対策] おおむね ２．７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進[２４対策] おおむね ０．２兆円程度

（１）国土強靱化に関する施策のデジタル化[１２対策]

（２）災害関連情報の予測、収集・集積・伝達の高度化[１２対策]

合 計 おおむね１５ 兆円 程度

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○近年、気候変動の影響により気象災害が激甚化・頻発化し、南海トラフ地震等の大規模地震は切迫している。また、

高度成長期以降に集中的に整備されたインフラが今後一斉に老朽化するが、適切な対応をしなければ負担の増大のみ

ならず、社会経済システムが機能不全に陥るおそれがある。

〇このような危機に打ち勝ち、国民の生命・財産を守り、社会の重要な機能を維持するため、防災・減災、国土強靱化

の取組の加速化・深化を図る必要がある。また、国土強靱化の施策を効率的に進めるためにはデジタル技術の活用等

が不可欠である。

○このため、「激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策」「予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向

けた老朽化対策の加速」「国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進」の各分野について、

更なる加速化・深化を図ることとし、令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事業規模等を定め、重点的・集

中的に対策を講ずる。

○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間○事業規模等を定め集中的に対策を実施する期間：令和３年度（２０２１年度）～令和７年度（２０２５年度）の５年間

○対策数：１２３対策

○追加的に必要となる事業規模：おおむね１５兆円程度を目途

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策 概要

１．基本的な考え方

２．重点的に取り組む対策・事業規模

３．対策の期間
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・過去に建設された公共施設等がこれから大量に更新時期を迎える
一方で、地方公共団体の財政は依然として厳しい状況にある。

・人口減少等により今後の公共施設等の利用需要が変化していく。
・市町村合併後の施設全体の最適化を図る必要性がある。

公共施設等総合管理計画の策定 （平成26年4月22日付け総務大臣通知により策定要請） ※平成26～28年度の３年間で策定

各地方公共団体が、公共施設等の全体を把握し、長期的
視点に立って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を
行うため、「公共施設等総合管理計画」の策定が必要。

さらに、同計画に基づき、個別施設ごとの具体的な対応
方針を定めるため、「個別施設計画」の策定が必要。

背 景

公共施設等総合管理計画及び個別施設計画の策定促進

＜公共施設等総合管理計画の内容＞
公共施設等の総合的かつ計画的な管理を行うための中期的な取組の

方向性を明らかにする計画として、所有施設等の現状や施設全体の管理
に関する基本的な方針を定めるもの。

＜公共施設等総合管理計画の策定状況＞

令和２年３月末時点において、都道府県及び指定都市は全団体、市区町村
においても９９．９％の団体において策定が完了。
令和３年度までに、個別施設計画を踏まえた見直しを行うもの。

個別施設計画の策定 （「インフラ長寿命化基本計画」及び「公共施設等総合管理計画」を踏まえて策定） ※令和２年度までに策定

＜個別施設計画の内容＞
公共施設等総合管理計画に基づき、個別施設ごとの具体の対応方針を

定める計画として、点検・診断によって得られた個別施設の状態や維持管理・
更新等に係る対策※の優先順位の考え方、対策の内容や実施時期、対策費
用を定めるもの。

※維持管理・更新等に係る対策
次回の点検、修繕・更新、更新の機会を捉えた機能転換・用途変更、複合化・集約化、
廃止・撤去、耐震化等

【インフラ長寿命化計画の体系】

公共施設等総合管理計画
（平成28年度までに策定するよう要請）

（行動計画）【国】 （行動計画）【地方】

（個別施設計画）【国】

インフラ長寿命化基本計画
（平成25年11月関係省庁連絡会議決定）

（個別施設計画）【地方】

道路 河川 学校道路 河川 学校

各省庁が策定
（平成28年度までに策定）
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まち・ひと・しごと創生基本方針2021の考え方

○ 新型コロナウイルス感染症は地域経済や住民生活になお大きな影響を及ぼしている一方、
地方への移住に関する関心の高まりとともにテレワークを機に人の流れに変化の兆しがみられるなど、国民の意識・
行動が変化。
〇 こうした変化を踏まえ、本基本方針では、①地域の将来を「我が事」として捉え、地域が自らの特色や状況を踏まえて自
主的・主体的に取り組めるようになる、②都会から地方への新たなひとやしごとの流れを生みだすことを目指す。
これにより、訪れたい・住み続けたいと思えるような魅力的な地域を実現していく。

〇 この実現に向け、感染症が拡大しない地域づくりを含め、総合戦略に掲げた政策体系（４つの基本目標及び２つの横断
的目標）に基づいて取組を進めるに当たり、新たに、３つの視点（ヒューマン、デジタル、グリーン）を重点に据え、地方創生
の取組のバージョンアップを図りつつ、まち・ひと・しごと創生本部が司令塔となって、政策指標をしっかり立て、全省庁と連
携を取りながら政府一丸となって総合的に推進する。

〇ヒューマン（地方へのひとの流れの創出、人材支援）

〇デジタル（地方創生に資するDXの推進）

地方創生の３つの視点

〇感染症による意識・行動変容を踏まえた、
ひと・しごとの流れの創出

＜現下の状況＞
・テレワーク実施率の急増
・特に若い世代の地方への関心の高まり
・東京から地方への個人・企業の転出の動き

感染症の影響を踏まえた基本的な方向性

〇各地域の特色を踏まえた自主的・主体的な
取組の促進

＜自主的・主体的な取組を実施する上で留意すべき流れ＞
・感染症や人口減少等を踏まえた地域課題の解決の
ためのデジタル化への関心の高まり
・地域の活性化に繋がる再生エネルギーや、
新たな価値観としての地方創生SDGsへの関心の高まり

５Ｇ等基盤
人材基盤

キャッシュレス基盤

自動運転

遠隔操作ロボット

ヘルスケア

ロボットトラクタ

ドローン配送

地域データ活用

スーパーシティ

地方創生テレワーク

５Ｇ等基盤
人材基盤

キャッシュレス基盤

自動運転

遠隔操作ロボット

ヘルスケア

ロボットトラクタ

ドローン配送

地域データ活用

スーパーシティ

地方創生テレワーク

地方創生テレワーク 関係人口

地域データ活用 交通分野におけるデジタル化

洋上風力発電システム
（福岡県北九州市）

〇グリーン（地方が牽引する脱炭素社会の実現）

再生可能エネルギー

木質バイオマス発電所 洋上風力発電システム

令和3年6月18日
閣 議 決 定
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２－３．第２期「総合戦略」改訂の概要③

○働きやすい魅力的な就業環境と担い手の確保

○地域の実情に応じた取組の推進

３ 結婚・出産・子育ての希望をかなえる

○結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
○結婚・出産・子育ての支援
○仕事と子育ての両立

２ 地方とのつながりを築き、地方への新しいひとの流れをつくる

○関係人口の創出・拡大

・オンライン関係人口など、新たな関係人口の創出・拡大

○地方への資金の流れの創出・拡大
・企業版ふるさと納税（人材派遣型）の創設

○地方移住の推進

・地方創生テレワークの推進

○若者の修学・就業による地方への定着の推進
・魅力ある地方大学の実現と地域産業の創出・拡大

基本目標

○地域資源・産業を活かした地域の競争力強化
○専門人材の確保・育成

主な施策の方向性

１ 稼ぐ地域をつくるとともに、安心して働けるようにする
目指すべき将来

○安心して働ける環境の実現

○地域の特性に応じた、生産性が高く、
稼ぐ地域の実現

４ ひとが集う、安心して暮らすことができる魅力的な地域をつくる

○活力を生み、安心な生活を実現する環境の確保

○安心して暮らすことができるまちづくり

○質の高い暮らしのためのまちの機能の充実
○地域資源を活かした個性あふれる地域の形成

将来にわたって
「活力ある地域社会」

の実現

結婚・出産・子育て
の希望をかなえる

魅力を育み、
ひとが集う

○地方に住みたい希望の
実現

横断的な目標

○地方への移住・定着の推進

○地方とのつながりの構築

人口減少に適応した
地域をつくる

人口減少を和らげる

新
し
い
時
代
の
流
れ
を
力
に
す
る

○
地
方
創
生
Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ
の
実
現
な
ど
の
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

○
地
域
に
お
け
る
S
o
c
i
e
t
y

５
．
０
の
推
進

ス
ー
パ
ー
シ
テ
ィ
構
想
の
推
進
な
ど
、
地
域
に
お
け
る
デ
ジ
タ
ル
・ト
ラ
ン
ス
フ
ォ
ー
メ
ー
シ
ョ
ン
の
活
用
に
よ
る

地
域
課
題
の
解
決

「東京圏への一極集中」
の是正

地域の外から稼ぐ力を
高めるとともに、

地域内経済循環を実現する

○
多
様
な
ひ
と
び
と
の
活
躍
に
よ
る
地
方
創
生
の
推
進

○
誰
も
が
活
躍
す
る
地
域
社
会
の
推
進

多
様
な
人
材
の
活
躍
を
推
進
す
る

①感染症による意識・行動変容を踏まえた地方へのひと・しごとの流れの創出
②各地域の特色を踏まえた自主的・主体的な取組の促進

【新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえた地方創生の今後の方向性】
＜国の姿勢＞
各地域の自主的・主体的な取組を基本としつつ、

地域のみでは対応しきれない面を支援。

第２期「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」（2020改訂版）について
（௧2ᖺ㻝2᭶2㻝᪥閣議決定）（抜粋）
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ЩЖ݃ದഒ策нжЖи

本年３月、「過地ᇦの持⥆的Ⓨᒎのᨭに関する≉別ᥐ⨨ἲ」が成立（議ဨ立ἲ、全会一⮴）

※本年䠐月䠍日施行、令和13年３月31日までの時㝈立ἲ

䠍．๓ᩥ・┠的

・過地ᇦのᙺ、ㄢ㢟、┠指すጼを๓ᩥで明らかにするとともに、

ἲの┠的を「過地ᇦの持⥆的Ⓨᒎ」に見直し

２．過地ᇦの要௳

市町村ẖに、「人口要௳」及び「財政ຊ要௳」でุ定

＜見直しの䝫イン䝖＞

・長期の人口減少⋡の基‽年の見直し（和35年䊻和50年）

・財政ຊがపい市町村に対する長期の人口減少⋡要௳の⦆和（28％䊻23％）

・平成の合併による合併市町村の「一㒊過」の要௳設定

（財政ຊ指ᩘは市町村平ᆒ（0.51）௨ୗではなく市平ᆒ（0.64）௨ୗ）

・ᪧἲの過地ᇦを対㇟に、長期の人口減少⋡の基‽年（和35年）

の併用、「䜏なし過」の⥅⥆ᥐ⨨

※令和２年及び令和䠓年国ໃㄪᰝの⤖ᯝに応䛨、㏣ຍ公♧を実施

３．༞ᴗ団体䜈の⤒過ᥐ⨨

・期間を䠒年間（財政ຊがపい団体は䠓年間）にᘏ長（ᪧἲ䠖䠑年間）

・対㇟に国⛯の≉及び地方⛯の減⿵ሲᥐ⨨を㏣ຍ

（ᪧἲ䠖国ᗜ⿵ຓ、過対策ᴗമ、都道府県௦行）

新過ἲ

＜過地ᇦのቑ減＞

令和3年3月31日時点 䠔䠍䠓団体

う䛱、༞ᴗ団体 䠉）䠐䠑団体

新つ団体 䠇）䠐䠔団体

令和3年4月1日時点 䠔２䠌団体

䠐．ᨭᥐ⨨

・過対策ᴗമ

ᪧ⡆᫆Ỉ道施設のᩚഛや、Ẹ間の䜈き地診⒪所等に対する⿵ຓを対㇟⤒費に㏣ຍ

＜ཧ考＞令和３年度地方മ計画㢠 5,000൨（令和２年度 4,700൨）

・国ᗜ⿵ຓ⋡のかさୖ䛢

公立ᑠ中学校、ಖ⫱所等に関する国ᗜ⿵ຓ⋡のかさୖ䛢を⥅⥆

・国⛯の≉・地方⛯の減⿵ሲᥐ⨨

ᴗ✀に「ሗ䝃䞊䝡䝇ᴗ等」を㏣ຍ、新ቑ設௨እのᨵ⠏、修繕等を㏣ຍ

・都道府県௦行（基ᖿ道路、公共ୗỈ道）

基ᖿ道路に関し、都道府県が市町村から㈇ᢸ㔠をᚩできることを明☜化

・㓄៖ᥐ⨨

市町村からのᥦがあったときのつไの見直しの㓄៖な䛹㓄៖ᥐ⨨を実

・過地ᇦ持⥆的Ⓨᒎᨭ付㔠（ண⟬ᥐ⨨）

人ᮦの⫱成・ά用や䠥䠟䠰等ᢏ⾡ά用に向けたᨭの実

＜ཧ考＞令和３年度ண⟬㢠 7.8൨（令和２年度ண⟬㢠 6.9൨）

䠑．䛭の

・都道府県の㈐務をつ定（ᗈᇦ施策、市町村に対する人的・ᢏ⾡的ຓ等）

・市町村・都道府県計画グ㍕㡯の㏣ຍ（┠ᶆ、計画の㐩成状況のホ౯等）

・務大臣の㏣ຍ（ᩥ㒊⛉学、ཌ⏕ປാ、⤒῭⏘ᴗ及び⎔ቃの各大臣）

＜今後のண定＞

各都道府県及び過関係市町村（༞ᴗ団体をྵ䜐。）において、過地ᇦ持⥆

的Ⓨᒎ方針（都道府県）、過地ᇦ持⥆的Ⓨᒎ計画（市町村、都道府県）を策定22



令和２年国勢調査人口速報集計結果（全国の人口・世帯）
・2020年10月１日現在の我が国の人口は１億2622万7千人
2015年に比べ86万８千人の減少（▲0.7％）となり、2015年に引き続き減少

・少子高齢化による自然減が続く中、外国人の増加等を背景に、減少幅はほぼ横ばい
（▲0.8％→▲0.7％）

・世帯数は5572万世帯で、単身世帯の増加等を背景に一貫して増加
・１世帯当たり人員は2.27人となり、比較可能な1970年以降、一貫して減少

図Ⅰ 人口及び人口増減率の推移
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１億2622万7千人

調査開始以来

初の人口減少

１億人突破

5596万3千人

▲0.7%
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令和２年国勢調査人口速報集計結果（都道府県の人口①）
・人口が最も多いのは東京都（1406万５千人）で全国の11.1％
東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）で全国の約３割（29.3％）を占める

・最も少ないのは鳥取県（55万４千人）
東京都の人口規模は鳥取県の25.4倍（2015年：23.6倍）

図Ⅱ 都道府県別人口（2020年）
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表 都道府県別人口及び増減率（2015年～2020年）

2015年 2020年 2015年 2020年 2015年 2020年
東京都 13,515,271 14,064,696 4.1 岐阜県 2,031,903 1,979,781 ▲ 2.6 石川県 1,154,008 1,133,294 ▲ 1.8

神奈川県 9,126,214 9,240,411 1.3 群馬県 1,973,115 1,940,333 ▲ 1.7 大分県 1,166,338 1,124,597 ▲ 3.6
大阪府 8,839,469 8,842,523 0.0 栃木県 1,974,255 1,934,016 ▲ 2.0 宮崎県 1,104,069 1,070,213 ▲ 3.1
愛知県 7,483,128 7,546,192 0.8 岡山県 1,921,525 1,889,607 ▲ 1.7 山形県 1,123,891 1,068,696 ▲ 4.9
埼玉県 7,266,534 7,346,836 1.1 福島県 1,914,039 1,834,198 ▲ 4.2 富山県 1,066,328 1,035,612 ▲ 2.9
千葉県 6,222,666 6,287,034 1.0 三重県 1,815,865 1,771,440 ▲ 2.4 秋田県 1,023,119 960,113 ▲ 6.2
兵庫県 5,534,800 5,469,184 ▲ 1.2 熊本県 1,786,170 1,739,211 ▲ 2.6 香川県 976,263 951,049 ▲ 2.6
北海道 5,381,733 5,228,885 ▲ 2.8 鹿児島県 1,648,177 1,589,206 ▲ 3.6 和歌山県 963,579 923,033 ▲ 4.2
福岡県 5,101,556 5,138,891 0.7 沖縄県 1,433,566 1,468,410 2.4 佐賀県 832,832 812,013 ▲ 2.5
静岡県 3,700,305 3,635,220 ▲ 1.8 滋賀県 1,412,916 1,414,248 0.1 山梨県 834,930 810,427 ▲ 2.9
茨城県 2,916,976 2,868,554 ▲ 1.7 山口県 1,404,729 1,342,987 ▲ 4.4 福井県 786,740 767,433 ▲ 2.5
広島県 2,843,990 2,801,388 ▲ 1.5 愛媛県 1,385,262 1,335,694 ▲ 3.6 徳島県 755,733 719,704 ▲ 4.8
京都府 2,610,353 2,579,921 ▲ 1.2 奈良県 1,364,316 1,325,437 ▲ 2.8 高知県 728,276 692,065 ▲ 5.0
宮城県 2,333,899 2,303,487 ▲ 1.3 長崎県 1,377,187 1,313,103 ▲ 4.7 島根県 694,352 671,602 ▲ 3.3
新潟県 2,304,264 2,202,358 ▲ 4.4 青森県 1,308,265 1,238,730 ▲ 5.3 鳥取県 573,441 553,847 ▲ 3.4
長野県 2,098,804 2,049,683 ▲ 2.3 岩手県 1,279,594 1,211,206 ▲ 5.3

都道府県
人口（人） 増減率

（％）
都道府県

人口（人） 増減率
（％）

都道府県
人口（人） 増減率

（％）

令和２年国勢調査人口速報集計結果（都道府県の人口②）
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令和２年国調人口（速報値）に基づく計算結果の概要

○ アダムズ方式による定数配分計算結果 

① 衆議院小選挙区の都道府県別定数配分：10増 10減（衆議院議員選挙区画定審議会設置法第３条第２項） 

(1) 定数増加：東京都は５増、神奈川県は２増、その他は１増 

東京都（25→30）、神奈川県（18→20）、埼玉県（15→16）、千葉県（13→14）、愛知県（15→16） 

(2) 定数減少：いずれも１減 

宮城県（６→５）、福島県（５→４）、新潟県（６→５）、滋賀県（４→３）、和歌山県（３→２）、 

岡山県（５→４）、広島県（７→６）、山口県（４→３）、愛媛県（４→３）、長崎県（４→３） 

② 衆議院比例代表の選挙区別定数配分 ： ３増 ３減（公職選挙法第 13条第７項） 

(1) 定数増加：東京都選挙区（17→19）、南関東選挙区（22→23） 

(2) 定数減少：東北選挙区（13→12）、北陸信越選挙区（11→10）、中国選挙区（11→10） 

○ 衆議院小選挙区の較差の状況 

較差２倍以上（対 鳥取２区）の選挙区：20選挙区（大阪９区及び福岡１区を除き、定数増による改定対象都県の選挙区） 

東京都【12】（２区、３区、４区、５区、６区、８区、９区、10 区、13 区、16 区、22 区、24 区）、 

神奈川県【４】（５区、10 区、13 区、15区）、埼玉県【１】（１区）、愛知県【１】（７区）、大阪府【１】（９区）、福岡県【１】（１区） 

○ 参議院選挙区の較差の状況 

宮城県選挙区が較差３倍以上（3.026倍）（対 福井県選挙区） 

※ 区割り審は、この結果に基づき、較差２倍未満となるよう令和４年６月 25日までに

勧告を行うこととされている。 
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令和２年国調に基づく衆議院小選挙区の区割り改定について

令和３年 令和４年

衆議院議員選挙区画定審議会（区割り審）の審議̢1ٰຜ̣

６
月
25
᪥
ࡲ
࡛

区
割
ࡾ
改
定

の
່
࿌

10
月
１
᪥


つ
ᶍ
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ㄪ
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６
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್
劮
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㡭
ࡲ
࡛

ᅜ
ໃ
調
査
劭
☜
定
್
劮
公
表

10
月
21
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議
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任
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令和２年

○ 小選挙区の都道府県別定数配分は、10年に１度の大規模国勢調査に基づきアダムズ方式（※）で行う。

令和２年国勢調査から適用。（比例代表のブロック別議席配分も、10年に１度の大規模国勢調査に基づきアダムズ方式で行う。）

※アダムズ方式 各都道府県の人口をある数で除した場合に、その商の小数部分を切り上げた数値の合計が総定数に一致するような数「X」を求め、

当該数「X」を除数として各都道府県の人口を除し、その商の小数点以下を切り上げた数を各都道府県の定数とする方式。

○ 各選挙区の人口は、日本国民の人口とする。

○ 区割り改定案の勧告は、国勢調査の結果による人口が最初に官報で告示された日から１年以内に行う。

【想定されるスケジュール】
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ईਣవۈۃкޗݠのࠎၬု௳20φυ̢̣

（௧䠏年䠒᭶䠍䠔᪥㛶議Ỵ定）
➨䠏❶ ឤᰁ䛷㢧ᅾ䛧䛯ㄢ㢟➼䜢ඞ᭹䛩る⤒῭䞉㈈ᨻ୍యᨵ㠉

䠏䠊ᅜ䛸ᆅ᪉の᪂䛯䛺ᙺ割ศᢸ➼
（ᅇのឤᰁᑐ⟇䛷┤㠃䛧䛯ㄢ㢟➼䜈のᑐᛂ）
ᅇのឤᰁᑐᛂ䛷᫂䜙䛛䛸䛺䛳䛯་⒪ᥦ౪యไのᗈᇦⓗᑐᛂの㐜れ䚸≉䛻都ᕷᅪ䛻䛚䛡るᗈᇦⓗᑐᛂのᮍ㐍ᤖ䛻ᑐฎ

䛩るᚲせ䛜䛒る䚹䛣の䛯䜑䚸ཌ⏕ປാ┬䛿䚸都ᕷᅪ䛻䛚䛡る➨䠏ḟ་⒪ᅪ䜢㉸䛘䛯་⒪ᶵ㛵䞉ಖᡤ䝃ー䝡スのᥦ౪➼䛻䛴䛔
䛶䚸ᗈᇦⓗ䛺䝬䝛ジ䝯䞁䝖䜔ᆅ᪉⮬య㛫のᙺ割ศᢸの᫂☜䜢図る䚹⥲ົ┬䛿䚸ෆ㛶ᐁᡣ及びཌ⏕ປാ┬➼の༠ຊ䜢ᚓ䛶䚸
ᅜ䛸都道府県の㛵ಀ䚸都ᕷᅪ䛻䛚䛡る都道府県㛫の㛵ಀ及び都道府県䛸ᕷ⏫ᮧ（ᨻ௧ᕷ䜔≉別区䜢ྵ䜐）䛸の㛵ಀ䛻䛴䛔䛶䚸
ᅇのឤᰁᑐᛂ䛷┤㠃䛧䛯ㄢ㢟➼䜢㋃䜎䛘䚸ᆅ᪉ไᗘㄪᰝ会➼䛻䛚䛔䛶᳨ウ䜢㐍䜑ᨵၿ䛻ྥ䛡䛶ྲྀり⤌䜐䚹さ䜙䛻䚸ᅜ䛸ᆅ
᪉の᪂䛯䛺ᙺ割ศᢸ䛻䛴䛔䛶䚸⾜ᨻ⯡のᗈᇦ䛻䛴䛔䛶のලయⓗ推㐍䚸ᆅ᪉⮬య㛫のᙺ割ศᢸの᫂☜のほⅬ䛛䜙䚸ἲ
ᩚഛ䜢ど㔝䛻ධれ䛴䛴᳨ウ䜢㐍䜑る䚹

（ᆅ᪉⮬య㛫の⿵䞉㐃ᦠ➼）
人口減ᑡ䛜ⴭ䛧䛔ᆅ᪉㒊䛷䛿䚸⾜ᨻ䝃ー䝡スの☜ಖ䛻ྥ䛡䛶䚸䝕ジ䝍ルᢏ⾡➼䜢ά⏝䛧䛺䛜䜙䚸ᕷ⏫ᮧ㛫のᗈᇦ㐃ᦠ䜔都道

府県䛻䜘るᑠつᶍᕷ⏫ᮧの⿵➼のᑐᛂ䜢㐍䜑るᚲせ䛜䛒る䚹䛣の䛯䜑䚸ཌ⏕ປാ┬䛿䚸ㆤಖ㝤ົの䛖䛱ᴗᡤのᣦᑟ䞉
┘ᰝ➼䛻䛴䛔䛶䚸都道府県䛻䜘るᑠつᶍ⮬యのᨭ䜢推㐍䛩る䛯䜑ᚲせ䛺ᥐ⨨䜢䛸る䚹ᩥ㒊⛉Ꮫ┬䛿䚸ᩍ⫱の䝕ジ䝍ル⎔ቃ
ᩚഛ䛻ྥ䛡䚸䜲䝙䝅䜰䝔䜱䝤䜢ྲྀ䛳䛶䚸ᩍ⫱䝕ー䝍䚸䝕ジ䝍ルᩍ⛉᭩䚸⤫ྜᆺᰯົᨭ䝅ス䝔䝮➼のᶆ‽䞉⤫୍䜔䝥䝷䝑䝖
䝣䜷ー䝮のᥦ౪䜢㐍䜑る䛺䛹䚸都道府県➼䛸䜒㐃ᦠ䛧ᕷ⏫ᮧ㛫の᱁ᕪ䜢㜵Ṇ䞉ゎᾘ䛩るྲྀ⤌䜢ᙉ䛩る䚹⥲ົ┬及びྛ府┬ᗇ
䛿䚸ᆅ᪉⮬య䛜ᚲせ䛸䛩るᑓ㛛人ᮦの⫱ᡂ䜔ά⏝䞉ὴ㐵䛻䛴䛔䛶䚸ᗈᇦ㐃ᦠ䜔都道府県䛻䜘る⿵䜢推㐍䛩る䚹䜎䛯䚸ᕷ⏫
ᮧ䛜⟇定䛩るィ画䛿≉ẁのᨭ㞀䛜䛺䛔㝈りཎ๎䛸䛧䛶ඹྠ⟇定䜢ྍ⬟䛸䛩る䚹䛣の䛯䜑䚸ෆ㛶府及び⥲ົ┬䛿ྛ府┬ᗇ䛻ᑐ䛧
ไᗘ䞉㐠⏝のぢ┤䛧➼ᚲせ䛺ᥐ⨨の᳨ウ䜢ồ䜑る䚹❧ᆅ㐺ṇ䞉ᆅᇦබඹ㏻ィ画䛻䛴䛔䛶䚸୍యⓗ䞉ᗈᇦⓗ⟇定䜢推㐍䛩る䚹

（ᆅ᪉㈈ᨻᨵ㠉及びᆅ᪉⾜㈈ᨻの䛂ぢ䛘る䛃ᨵ㠉）
ᆅ᪉⮬యᴗົᨵ㠉䞉䝕ジ䝍ル䚸ᆅ᪉බႠᴗᨵ㠉䚸ୖୗỈ道のᗈᇦ䞉ᩱ㔠の㐺ṇ䚸ᆅ᪉㈈ᨻᨵ㠉及びᆅ᪉⾜㈈ᨻの

䛂ぢ䛘る䛃ᨵ㠉䞉䠡䠞䠬䠩（ドᣐ䛻ᇶ䛵䛟ᨻ⟇❧）䜢ᘬ䛝⥆䛝推㐍䛩る䚹ឤᰁᑐᛂ䛸䛧䛶ᐇされ䛯ᆅ᪉⏕⮫㔠䛺䛹
のᆅ᪉⮬యの⮬⏤ᗘ䛜㧗䛔ண⟬ᥐ⨨䛻䛴䛔䛶䚸ᴗの㏵➼のẚ㍑᳨ド䜢⾜䛖䛸䛸䜒䛻䚸ឤᰁ᮰ᚋ䚸᪩ᮇ䛻ᆅ᪉㈈ᨻのṓ
ฟᵓ㐀䜢ᖹ䛻ᡠ䛩䚹⥲ົ┬䛿䚸䝕ジ䝍ル➼䛻䜘るᆅ᪉බ会ィの㈈ົ᭩㢮➼䜢ጞ䜑䛸䛩るᆅ᪉㈈ᨻ䝕ー䝍の䜘り㎿㏿䛺බ表
䛻ྲྀり⤌䜐䚹
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к൯ုの్॑の೦̢ᆋᇊोี̣

国Ẹの⛒⛯（⛒⛯総㢠䠙䠍䠌２．䠑）

国⛯（䠒２．２）
䠒䠌．䠓％

地方⛯（䠐䠌．３）
３９．３％

国のṓฟ（⣧計䝧䞊䝇）
䠓３．䠐
䠐２．䠒％

地方のṓฟ（⣧計䝧䞊䝇）
９䠔．䠔
䠑䠓．䠐％

国Ẹ䜈の䝃䞊䝡䝇㑏ඖ
国と地方のṓฟ総㢠（⣧計）䠙䠍䠓２．３

国 䠖 地 方

地方付⛯
国ᗜᨭฟ㔠等

4 3 䠖 5 7 䍦 ２ 䠖 ３

6 1 䠖 3 9 䍦 ３ 䠖 ２
（※）㉸過ㄢ⛯及びἲ定እ⛯等を㝖く。

（ཧ考）

䠤㻝㻜 䠤㻝㻡 䠤㻞㻜 䠤㻞㻡 䠤㻞㻢 䠤㻞㻣 䠤㻞㻤 䠤㻞㻥 䠤㻟㻜 䠮ඖ

⛒⛯総㢠（䠝） 㻤㻣㻚㻝 㻣㻤㻚㻜 㻤㻡㻚㻠 㻤㻡㻚㻥 㻥㻟㻚㻥 㻥㻤㻚㻟 㻥㻣㻚㻡 㻝㻜㻝㻚㻠 㻝㻜㻠㻚㻝 㻝㻜㻞㻚㻡

国と地方のṓฟ総㢠（䠞） 㻝㻡㻢㻚㻠 㻝㻠㻣㻚㻞 㻝㻡㻜㻚㻡 㻝㻢㻡㻚㻤 㻝㻢㻣㻚㻤 㻝㻢㻤㻚㻟 㻝㻢㻤㻚㻠 㻝㻢㻤㻚㻞 㻝㻢㻥㻚㻞 㻝㻣㻞㻚㻟

䠞㻛䠝 㻝㻣㻥㻚㻢㻑 㻝㻤㻤㻚㻣㻑 㻝㻣㻢㻚㻞㻑 㻝㻥㻟㻚㻜㻑 㻝㻣㻤㻚㻣㻑 㻝㻣㻝㻚㻞㻑 㻝㻣㻞㻚㻣㻑 㻝㻢㻡㻚㻥㻑 㻝㻢㻞㻚㻡㻑 㻝㻢㻤㻚㻝㻑

ྡ┠㻳㻰㻼 㻡㻟㻠㻚㻢 㻡㻞㻢㻚㻞 㻡㻝㻢㻚㻞 㻡㻝㻞㻚㻣 㻡㻞㻟㻚㻠 㻡㻠㻜㻚㻣 㻡㻠㻠㻚㻤 㻡㻡㻡㻚㻣 㻡㻡㻢㻚㻤 㻡㻡㻥㻚㻣

（༢位䠖）
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（ὀ䠍）䠣䠠䠬は、令和ඖ年度までは実⦼್、令和２年度及び令和３年度は政府見通しによる。
（ὀ２）മ務ṧ㧗は、令和ඖ年度までは実⦼್。国は、令和２年度については➨３次⿵ṇ後ண⟬、令和３年度についてはᙜึண⟬に基づく見㎸䜏、地方は、地方മ計画等に基づく見㎸䜏。
（ὀ３）ᮾ日本大震⅏からの⯆のために実施する施策に必要な財※としてⓎ行される⯆മ及び、基♏年㔠国ᗜ㈇ᢸ２ศの䠍を実現する財※をㄪ㐩するための年㔠≉公മをᬑ通国മṧ㧗にྵめている。
（ὀ䠐）令和ඖ年度末までの（ ）内の್は⩣年度換のための๓ಽമⓎ行㢠を㝖いた計ᩘ。令和２年度末、令和３年度末の（ ）内の್は、⩣年度換のための๓ಽമ㝈度㢠を㝖いた計ᩘ。
（ὀ䠑）付⛯及びㆡ⛯㓄付㔠≉別会計のධ㔠については、䛭のൾ㑏の㈇ᢸศに応䛨て、国と地方にศして計ୖしている。なお、平成19年度ึをもって䛭れまでの国㈇ᢸศධ㔠ṧ㧗の

全㢠を一⯡会計にᢎ⥅したため、平成19年度末௨㝆の同≉会のධ㔠ṧ㧗は全㢠地方㈇ᢸศ（令和３年度末で31）である。
（ὀ䠒）この䜋か、令和３年度末の財政ᢞ⼥㈨≉別会計国മṧ㧗は140。

及び൯ုのභࠚਖႡੴ

平成２年度末
（1990年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成10年度末
（1998年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成15年度末
（2003年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成23年度末
（2011年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成24年度末
（2012年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成25年度末
（2013年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成26年度末
（2014年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成27年度末
（2015年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成28年度末
（2016年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成29年度末
（2017年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

平成30年度末
（2018年度末）
＜ 実 ⦼ ＞

令和ඖ年度末
（2019年度末）
＜実 ⦼＞

令和２年度末
(2020年度末)
＜⿵ṇண⟬＞

令和３年度末
（2021年度末）
＜ᙜึண⟬＞

国
199
（197）

390
（387）

493
（484）

694
（685）

731
（720）

770
（747）

800
（772）

834
（792）

859
（815）

881
（832）

901
（850）

914
（870）

1,010
(967)

1,019
（999）

ᬑ通国മ
ṧ㧗

166
（165）

295
（293）

457
（448）

670
（660）

705
（694）

744
（721）

774
（746）

805
（764）

831
（786）

853
（805）

874
（823）

887
（843）

985
(942)

990
(970)

対䠣䠠䠬
ẚ

37%
（37%）

55%
（55%）

87%
（85%）

134%
（132%）

141%
（139%）

145%
（141%）

148%
（142%）

149%
（141%）

152%
（144%）

154%
（145%）

157%
（148%）

158%
（151%）

184%
(176%)

177%
（173%）

地方 67 163 198 200 201 201 201 199 197 196 194 192 193 193

対䠣䠠䠬
ẚ

15% 30% 38% 40% 40% 39% 38% 37% 36% 35% 35% 34% 36% 35%

国・地方
合計

266
（264）

553
（550）

692
（683）

895
（885）

932
（921）

972
（949）

1,001
（972）

1,033
（991）

1,056
（1,012）

1,077
（1,028）

1,095
（1,044）

1,106
（1,062）

1,204
(1,161)

1,212
(1,192)

対䠣䠠䠬
ẚ

59%
（59%）

103%
（103%）

131%
（130%）

179%
（177%）

187%
（184%）

190%
（185%）

191%
（183%）

191%
（183%）

194%
（186%）

194%
（185%）

197%
（187%）

198%
（190%）

225%
(217%)

217%
(213%)

（༢位䠖）
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